地公部会が地公給与決定に関する総務省申入れを実施－7/24（2009人勧期情報Ｎｏ.4）

－自宅に係る住居手当問題については継続課題に－

＊この交渉情報は、組合員向けの機関紙など内部向けの情報として取り扱い、外部へのホームページ・チラシ等への活用はお控えください。

　公務員連絡会地公部会は、7月24日10時から、総務省に対し、2009人事院勧告を受けた地方公務員給与決定の取扱いに関する申入れを行った。地公部会からは藤川事務局長、江﨑事務局次長をはじめ、幹事クラスが参加。総務省からは原給与能率推進室長、下瀬定員給与調査官、島田課長補佐らが出席した。

　はじめに、江﨑事務局次長が要請書（別紙）を手渡し、藤川事務局長が「地方財政が逼迫し、６割以上の自治体が独自の給与削減措置を実施しているなかにあって、夏季一時金の凍結が多くの自治体で行われた。また、人員削減も引き続いて行われている。しかし、地方公務員は公共サービスの質は落とさないという思いで必死に働いており、現場は強い憤りを感じている。地方公務員全体の思いを重く受け止め、人事院勧告後の総務省の対応について、誠意ある回答を」と求めた。

　これに対し、総務省からは以下のとおり回答があった。

【1.　給与決定にあたっての自治体の自己決定の尊重】

　地方公務員の給与については、地公法24条3項の趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて条例で決定されるもの。そのなかで、特に近年は地域の民間賃金を適切に勘案することが求められており、総務省としても必要な助言を行ってきたところ。特に近年は、公務員の給与に対する国民・住民の関心が高まっており、十分な説明責任を果たす必要がある。また、一部に不適切な制度等がある場合には、それが地方公務員全体であるように捉えられる可能性があることにも留意していただきたい。

【2.　人事委員会の主体性の尊重】

　人事委員会勧告を尊重するという基本原則については、同じ認識を持っている。しかし、自治体における給与削減措置は、労使による交渉も経て、首長または議会の判断によって実施されるもの。人事委員会の勧告にあたり、実施されている削減措置は考慮すべき要素ではなく、人事委員会の役割からすれば、公民比較の対象は、あくまでも削減前の給与水準とすべきものである。

【3.　住居手当の見直し】

　自宅に係る住居手当は、昨年の人事院報告でも指摘されているとおりであり、公務員部としても関心を持ってきたところ。地公法24条３項が求めている国家公務員との均衡の趣旨を踏まえるとともに、国民・住民の理解が得られるように対応する必要がある。

【4.　現業職員等の給与の見直し】

　技能労務職員の給与については、労使交渉に基づき、労働協約で決定することができるものである。ただし、法律上も、民間の同一又は類似の職種の従業者との均衡に留意することとされているが、それと比べて高いとの批判がある。総務省としては昨年「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会」を設置し、給与決定の課題等について整理し、本年３月に報告書をとりまとめた。今後も住民から理解と納得を得るよう、適切に対処することを求めていきたい。

【5.　自治体職員定数の見直し】

　2006骨太方針は地方公務員定数について5.7％の純減を求めているが、各自治体の集中改革プランの目標数値を集計したところ、6.3％の純減となっている。これは、各自治体の自主的な努力によるものである。すでにこれまでの３年間で4.7％減少しているが、引き続き、適正な定員管理と着実な達成に向けた努力をお願いしたいと考えている。

【6.　新たな人事評価制度】

　人事評価制度は公正かつ客観的であることが何よりも大切であり、人事管理の基礎となるものである。総務省としては昨年「地方公共団体における人事評価の活用等に関する研究会」を設置し、09年３月に報告書をまとめた。報告書においては、職員への十分な周知および意思疎通の必要性についても言及しており、各自治体においてはこれを参考としていただきたい。

【7.　臨時・非常勤職員の処遇改善】

　総務省としては昨年「地方公務員の短時間勤務のあり方に関する研究会」を設置、現段階で整理できる課題について09年１月に報告書を作成し、４月24日付で各都道府県・政令市に加え、各人事委員会に対して通知を出した。各自治体及び人事委員会に対しては、必要な助言を行っていく。

【8.　労働基準法改正への対応】

　来年4月に施行となる労基法改正案については、時間外手当の割増率の引き上げについては、原則として地方公務員にも適用されるものであり、昨年12月に留意点を各自治体に通知している。また、代替休暇について、現段階では、地方公務員は適用除外となっているが、人事院勧告・報告で国家公務員の取扱いが示された場合は、地方公務員の対応についてあらためて検討していきたい。

【9.　育児・介護休業法一部改正への対応】

　子の看護休暇の日数の拡充等については、一部改正法において、地方公務員についても措置している。また、育児休業については、国家公務員の対応を踏まえ、地方公務員についても検討することとなる。これらのことについては、本日、通知を発出した。

　この回答に対して、地公部会からは次のように総務省の見解を追及した。

(1）住居手当についてであるが、国と地方では、住宅政策も職員住宅の整備状況などの実態も異なるものである。また、住居手当の見直しに言及した昨年人事院報告では、「財形持家個人融資の利用者が相当減少し、その意義が薄れている」ことを廃止検討の理由としているが、地方公務員における利用者は多く、意義はまったく失われていない。同時に、地方公務員にとっては、水準の引下げに直結する。検討にあたっては十分に配慮すべきである。

(2）公務員数については、７月１日、国家公務員の定員合理化計画が出された。これを受けた地方公務員の新たな定数削減などは厳に行わないでいただきたい。自治体はぎりぎりの状況のなかでそれでも公共サービスの質を落とさないようにやっている。

(3）定数と地方交付税の削減が臨時・非常勤等職員の問題にリンクしている。また、鳩山前総務大臣が６月９日の衆議院総務委員会で「職務経験を加味するかどうかという点も自治体で個別に判断を」と答弁している。臨時・非常勤等職員の均等待遇に向けた抜本的な改善策が必要ではないか。

　これに対し、総務省は次のとおり回答した。

(1）国家公務員給与との均衡がまずは基本である。住居手当の制度の趣旨について、国と地方では異なるとは言えない。また持ち家の比率が手当の維持・廃止の判断にストレートに反映されるものではないのではないか。ただし、国と地方では廃止となった場合の影響が異なることは理解する。今年の人事院勧告がどのような形で出されるのか、持ち家部分が廃止となる場合にはその理由等もよく分析・検討して判断していきたい。

(2）国の計画は、2010年度から2014年度までの５年間に2009年度末定員の10％以上を合理化（純減とは異なる）するというもの。地方公務員についてはすでに自治行政局長通知でも出しているとおり、集中改革プランにおける定員管理の数値目標の着実な達成と2011年度までの定員純減に引き続き努めることと、今後も、地域の実情に応じ、今回の国の方針も踏まえて、適正な定員管理の推進に留意することを求めるものであり、今回の国の計画にあわせて新たな目標年次や新たな定員純減を求めるものではない。適正な定員管理とは、単純に削減するものではなく、本当に人員を必要としている部分などをよく見極めるものとの認識である。

(3）臨時・非常勤等職員の給与等については、その職務の内容と責任に応じて決定されるべきということが基本であり、報告書及び通知でも考え方を示しているものである。同時に、任期付短時間勤務職員制度の弾力化や労基法の割増賃金に相当する時間外勤務への報酬の支払い、休暇等について、適正な管理を行うことを示した。各自治体において、適用状況の確認や今後の運用など、よく検証してもらいたい。

　これに対し、地公部会は、重ねて下記のとおり発言した。

(1）住居手当については、勧告にあたり人事院は実態等を明らかにするものと思われる。地方公務員についても、実態などのデータの検証を十分に行った上で検討を行ってもらいたい。

(2）定数削減は、自治体に大きなしわ寄せがきている。公共サービスの質や臨時・非常勤職員の課題なども含め、集中改革プランの影響について集約・検証すべきである。

(3）臨時・非常勤職員の任用等に関する通知は人事委員会にも発信しているとのことであるが、この間、人事委員会はこの問題について消極的なままである。人事委員会がその責任を果たすよう、８月末に行われる人事委員会事務局長会議などでしっかり周知・徹底を図ってもらいたい。

　また、「職務経験を加味するかどうかという点も自治体で個別に判断を」という総務大臣の国会答弁を踏まえた、対応を求めた。

　

最後に、「人事委員会勧告と自治体確定に向け、さらに誠意ある対応を総務省に求める。今後も引き続き協議させていただきたい」と申し入れ、当日の交渉を終了した。

　総務省は、８月末に全国人事委員会事務局長、知事部局総務部長会議を開催し、人事院勧告を受けた地方公務員の給与の取扱いの方針を示す予定であり、引き続き、地方公務員部会は、総務省交渉を強化する。

（別紙）

２００９年７月２４日

総務大臣

　佐　藤　　勉　様

公務員連絡会地方公務員部会

議 長 　佐 藤 幸 雄

2009年地方公務員給与等の決定に関する申入れ

　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。

　地方公務員を巡っては、厳しい定員純減政策のもと、今日の複雑化、高度化した行政需要に対し、地方自治体における住民サービスの向上に懸命な努力が続けられています。にもかかわらず、独自に給与減額措置を執る自治体が６割を超え、さらに、精確性に欠ける調査に基づく臨時勧告を受けた夏季一時金の一部凍結など、職員の努力に報いることのない給与政策が続いており、これに対する現場の不満と憤りはますます大きくなっています。

　貴職におかれましては、各自治体の給与決定に関わって国と同様の取扱いを一律的に求めることなく、労使間の交渉などを通した自主的な給与決定を尊重するよう要請します。また、これから人事委員会の勧告作業が本格的に進められる状況にありますが、2009年の地方公務員給与等の決定に関わって、下記事項を申し入れますので、その実現に向け最大限のご努力を頂きますようお願いします。

記

１．地方公務員の給与決定について、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定が尊重されるよう対応すること。

２．人事委員会の勧告作業に関しては、人事委員会の主体性を尊重すること。その際、特例条例等による給与減額措置を行っている自治体においては、減額後の支給額を公民比較の職員給与とすること。

３．自宅に係る住居手当の見直しに関しては、地方公務員の住宅の実情を踏まえた各自治体の判断が尊重されるよう対応すること。

４．公営企業および技能労務職員の給与については、当該職員に労働協約締結権が保障されていることを踏まえ、労使交渉に基づく自主的・主体的決定を尊重すること。

５．総人件費改革に関わる自治体職員定数については、「集中改革プラン」を超える純減を強要しないこと。

６．地方公務員の人事評価制度の見直しにあたっては、４原則２要件を具備した制度となるよう組合と十分に交渉・協議した上、合意と納得を得るよう「助言」すること。

７．臨時・非常勤職員の処遇改善、安定雇用に関して、人事委員会、各任命権者が積極的な対応をするようはたらきかけること。

８．恒常的な超過勤務を縮減することを目的に、労働基準法の改正に対応して地方自治体が民間・国と同様に時間外勤務手当の割増率の引き上げ、代替休暇付与などの措置を行うよう適切な対応をすること。

９．育児・介護休業法の一部改正に伴って、民間・国と同様に各自治体が所要の措置を講ずるよう対応すること。
